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概 要 

○ 愛知県では、昭和 60 年に愛知県行政改革推進計画を策定して以来、

数次にわたる行革大綱のもとで、積極的に行政改革に取り組んでいます。 

○ 第四次計画となる「あいち行革大綱 2005」（計画期間：平成 17～

22 年度）は、ポスト 2005（中部国際空港の開港や愛知万博の開催後）

の県政各分野の施策を下支えし、一層効率的で良質な行政サービスを提

供する仕組を整備していく指針として、平成 17 年 2 月に策定したも

のです。 

○ 県は、この「あいち行革大綱 2005」のもと、地域社会に関わる各

主体と協働し、地域全体で公共サービスを提供する「新たな地域経営シ

ステムの構築」を目標に掲げ、分権改革・県庁改革・財政改革の３つの

改革の視点から様々な取組を推進しました。 

  その取組状況の概要については、以下のとおりです。 

 
   

  
 

あいち行革大綱２００５における取組の状況 

 

※ 「あいち行革大綱 2005」では、計画期間を前半（平成 17～19 年度）

と後半（平成 20～22 年度）に分けて進行管理を行っています。 

短期集中取組期間と位置づけた前半の取組状況を踏まえ、「あいち

行革大綱 2005－後半（平成 20～22 年度）の取組について－」（平成

20年 3月）に改訂し、平成 20年度からの取組を推進することとした

ものです。 

  前半（3年間）の取組状況の概要については、 
http://www.pref.aichi.jp/cmsfiles/contents/0000036/36591/torikumi17-19.pdf

後半（2年間※）の取組状況の概要については、 
http://www.pref.aichi.jp/cmsfiles/contents/0000036/36591/torikumi20-21.pdf

をご覧ください。 

 

※ なお、世界的な景気の後退を始め、県行政を巡る社会経済情勢の

急速な変化を受け、平成 22年度からは、新たに策定した「愛知県第

五次行革大綱」（平成 22～26 年度）のもとで改革に取り組むことと

なりました。 

このため、「あいち行革大綱 2005」（平成 17～22 年度）における取

組結果は、平成 17～21 年度までの 5年間の実績で整理しています。 
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１ 行革効果 
 

 

 

 

 

 ＜年度別行革効果額＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜区分ごとの行革効果額＞ 

 

 

             年度 

区分 
１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 計 

徹底した内部努力 

○ 職員定数の削減 

○ 給与等の見直し 等 

５３ １０３ ２１１ ４３ １５７ ５６７

選択と集中による施策の見直し 

○ 事務事業の見直し 

○ 公共事業の削減 等 

１０３ ４８ ６６ ３３ ２９４ ５４４

自主財源の確保 

○ 県有財産の売却 

○ 県税徴収の確保 等 

５１ ３８ ３５ １１ ２７ １６２

計 ２０７ １８９ ３１２ ８７ ４７８ １,２７３

１７～２１年度（５年間） 計 １，２７３億円 

（単位：億円）
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前半の取組による効果額 

３年間 計７０８億円 
後半の取組による効果額 

２年間 計５６５億円 
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２ 個別取組事項の進捗状況 

 
 
 
 

 

 

３ 重点取組事項に関する主な取組内容 

（１）地方分権及び県民との協働の推進 

市町村への権限移譲

の推進 

 

 

○「県から市町村への権限移譲推進要綱」に基づき、

市町村への権限移譲を積極的に推進しました。 

移譲した事務権限の数 

  570 事務（H16）⇒ 772 事務（H21） 

市町村行政の自主・

自律の拡大に向けた

支援・市町村合併の

支援 

 

○「あいち市町村自律拡大プログラム」を策定（H19）

し、「県職員市町村サポーター」や「市町村税徴収

支援アドバイザー」などによる課題応援・人的交

流や、職員研修会の開催等の取組を通じ、市町村

の行財政運営を支援しました。 

  また、合併特例法等に基づき、県内市町村の自

主的な合併を積極的に支援しました。 

県内の市町村数 

  87 市町村（H16）⇒ 57 市町村（H21 末） 

当初計画（平成 17 年 2 月策定）に 

位置づけた個別取組事項       195 項目 全個別取組事項 

２４５項目 「後半の取組」（平成 20 年 3 月策定）に 

おいて新たに追加・整理した項目   50 項目 

 
  

前半（H17～19）で完了した項目

55項目 
取組完了 １４４項目（58.8％）

後半（H20～21）で完了した項目

89項目 

着実に実施※ １０１項目（41.2％）  

未実施 なし  

※ すべての項目について着手しており（未実施の項目なし）、２１年度まで

に実施することとされていた項目は、着実に実施しました。 

なお、市町村への権限移譲の推進を始め『毎年度実施』する項目など、２

２年度以降も継続して取り組むことが想定された項目については、引き続き

第五次行革大綱に位置づけ、取組を進めていきます。 
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ＮＰＯ等県民との協

働の推進 

○平成 16 年度に全国で初めてＮＰＯと行政の協働

のルールを定めた「あいち協働ルールブック2004」

をもとに、ＮＰＯ等県民との協働事業を積極的に

推進しました。 

協働事業の数 

  68 事業（H16）⇒ 110 事業（H21） 

 ○行政、ＮＰＯを中心とした公共を担う各主体が、

連携して公共サービスの向上を目指す方向性を示

す行程書を作成するための「協働ロードマップ策

定手順書」を策定しました。（H20） 

民間委託の推進 

 

○市場化テストモデル事業を実施し、その成果を踏

まえて、「あいち市場化テストガイドライン」を策

定しました。（H21） 

市場化テスト実施事業 

 ・旅券発給業務（H20～民間委託） 

 ・職員研修業務 

 ・公共職業訓練名古屋高等技術専門校短期課程 

「OAビジネス科」業務 

○公の施設の整備・管理運営について、ＰＦＩ手法

の導入を推進しました。 

ＰＦⅠ導入施設 

 ・浄水場排水処理業務（H18～） 

 ・森林公園ゴルフ場（H19～） 

 ・産業労働センター（H21～） 

○民間委託の推進により、職員１０２人の定数削減

を図りました。 

県関係団体の見直し ○(財)愛知県教育サービスセンターと(財)愛知県ス

ポーツ振興事業団を統合しました。（H18） 

県関係団体の数 

  21 団体（H16）⇒ 20 団体（H21） 

○団体の経営改善を促進し、団体職員数の削減（計

384 人）、団体に対する県の財政支出の削減（計 32

億円）を推進しました。 
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（２）組織・機構の見直し 

本庁組織の見直し 

 

 

 

○平成 18年 4月に本庁組織の見直しを行いました。

〔主な内容〕 

◇政策調整機能の充実強化 

 「知事政策局」の設置 

◇国際関係施策の総合的かつ効果的・効率的な展開

  国際課の地域振興部への移管 

  産業立地通商課、観光コンベンション課の設置

◇行政課題に迅速・的確に対応するための組織整備

 新たな行政課題に対応するための組織の設置

地域安全課、環境活動推進課、資源循環推進

課、子育て支援課、食育推進課ほか 

大規模な課を解消するための課の再編  等 

本庁の部・課の数 

 ※知事部局（出納機関、国際博推進局を除く。）

 10 部局 71 課(H16) ⇒ 10 部局 84 課(H21) 

地方機関の見直し 

 

 

 

○平成 20年 4月に地方機関の見直しを行いました。

〔主な内容〕 

◇県民ニーズに対応した機能の強化 

  県民サービスと安心・安全の中核機関として

県民事務所を設置（3 事務所）、防災体制を強

化、福祉相談センターの設置、保健所を事務所

から独立設置、春日井児童相談センターの増設

等 

◇市町村合併等を踏まえた広域化・集約化 

  事務所の所管区域の広域化、市町村行財政支援

業務等の本庁集約化 等 

◇山村地域の振興強化 

 新城設楽山村振興事務所の設置 等 

 ◇その他 

 農業普及指導センターの再編 

 尾張と知多家畜保健衛生所の統合 

河川工事事務所の建設事務所への統合 

教育事務所の再編（7→5事務所） 等 
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地方機関の数 ※知事部局＋教育事務所 

103 機関（H16） ⇒ 96 機関（H21） 

総務事務センターの

設置 

 

○総務事務センターを設置し、各所属の総務関係事

務を集約、その補助事務等を民間委託しました。

（H18～） 

水道事務所の統合 
○愛知用水水道北部事務所と愛知用水水道南部事務

所を統合し、経営の合理化を図りました。（H21）

災害対策本部方面本

部の設置 

○３県民事務所に、災害対策本部の方面本部を置き、

地域の防災体制の強化を図りました。（H20） 

県立大学の改革の推

進 

 

 

○県立の大学（県立大学、県立芸術大学、県立看護

大学）を設置運営する愛知県公立大学法人を設立

しました。（H19） 

○県立大学と県立看護大学を統合しました。（H21）

  

（３）定員・給与等の適正な管理 

職員定数の削減 

 

○平成17～21年度の5年間で知事部局等と教育の事

務部門の職員定数を 1,331 人削減しました。 

給与制度の適正化 ○年功的な給与上昇を抑制し、職務・職責に応じた

給料表構造の改革を行いました。（H18） 

○公民比較対象企業規模等を見直した人事委員会の

報告・勧告に基づき、給与水準を引き下げました。

各種手当のあり方の

見直し 

○地域手当の見直しを行いました。(H21) 

 10％ ⇒  6.5％  ※経過措置 H21 は 8％  

○特殊勤務手当、寒冷地手当、管理職手当等の見直

しを行いました。 
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（４）施策・事務事業や公の施設の見直し 

事務事業の見直し ○行政評価制度を活用して全事務事業についてあり

方の検討を行い、廃止・縮小・統合、内容や実施

方法の見直しを進めました。 

事務事業の見直しによる歳出削減額 

   平成 17～21 年度 計 187 億円 

公の施設の見直し ○公の施設のあり方を見直し、廃止・民営化・地元

移管等を推進しました。 

 廃止等施設数 23 施設 

（一部廃止 1施設を含む。別に、新設 6施設）

   113 施設（H17 当初）⇒ 97 施設（H21 末） 

〔H17〕愛知病院（がんセンターに統合）、 

南ふれあい広場、三河湖公園施設、 

三好学園、三好寮 

〔H18〕遠望峰山公園施設、本宮山公園施設、 

     茶臼山公園施設（一部廃止）、 

勘八峡老人福祉館、中小企業センター、 

蒲郡ヨットハーバー 

〔H19〕刈谷勤労福祉会館、豊田勤労福祉会館、 

天白ふれあい広場 

〔H20〕湯谷老人福祉館、労働者研修センター、 

     茶臼山野外活動ロッジ 

〔H21〕緑ふれあい広場、港ふれあい広場、 

老人休養ホーム永和荘、母子福祉会館、 

和紙のふるさと、産業貿易館 

指定管理者制度の導

入 

○指定管理者制度を導入（H18.4～本格導入）し、指

定期間の更新に合わせて公募による指定管理者選

定を段階的に拡大しました。 

指定管理者制度導入施設 

94 施設 298 団地（H21 末現在） 

〔うち公募実施済施設 17施設 84団地〕 
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（５）人材の育成・多様な任用形態の推進 

人材の育成・活用 ○あいち人材育成ビジョンを策定し（H18.3）、職員

研修の充実と人材育成型・能力重視型の人事管理

への移行を推進しました。 

○あいち職員研修プランを策定しました。(H19.3）

○課長級以上の職員を対象に、人事評価結果を給与

（勤勉手当）に反映する制度を開始しました（H17

～）。また、人事評価制度の一般職員への導入につ

いて検討を行いました。（H21～試行実施） 

○職員の「やりたい仕事挑戦制度」を導入しました。

（H19～） 

多様な任用形態の推

進 

○民間企業等職務経験者採用制度や新たな任期付採

用職員制度等の導入（H19～）や、再任用職員の積

極的な活用を進めました。 

  

（６）事務能率の向上・政策形成機能の強化 

事務改善の推進 

 

 

○職場環境向上運動（H17～）、全庁いっせいあいさ

つ運動（H21～）など、事務改善の取組を見直しな

がら、全庁で推進しました。 

ＩＴを活用した行政

運営の推進 

○県の行政手続などに係るオンライン利用の促進に

取り組み、「あいちＩＴプラン 2010」に掲げる平

成22年度時点の目標利用率85％を 21年度に達成

しました。（87％） 

○統合型地理情報システム（ＧＩＳ）「マップあいち」

の運用を開始しました。（H19～） 

○マルチペイメントネットワークの県内共通利用基

盤（電子収納システム）を整備し、運用を開始し

ました。（H17～自動車税等。H18～県税全般（一部

申告納付税目を除く。）・放置違反金等。） 

○物品等電子調達システムを市町村と共同開発し、

運用を開始しました。（H20～試行、H21～本格運用）
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（７）開かれた県政の推進 

広報広聴戦略プラン

の推進 

○「広報広聴戦略プラン」を策定し（H19.3）、イン

ターネット情報局の開設・運用（H19～）や、県政

お届け講座の実施（H20～）など、県の施策をより

効果的にＰＲするための取組を推進しました。 

契約状況の公表 

 

 

○「契約状況の公表に関する方針」を策定し、各部

局の契約内容について、四半期ごとの公表を実施

しました。（H19.4～） 

  

（８）財政の早期健全化・弾力性の確保 

○平成 17～21 年度の５年間で、計 1,273 億円の行革

効果額を確保しました。 

歳出の抑制と歳入の

確保 

○森林、里山林、都市の緑をバランスよく整備、保

全するための財源を確保するため、あいち森と緑

づくり税を導入しました。（H21.4～） 

プライマリー・バラ

ンスの黒字化 

○平成 20年度当初予算において、予定より 2年前倒

して黒字化を達成しました。 
※平成 20 年度後半からの世界的な景気後退に伴う税収

の大幅な減少と法人事業税の一部国有化の影響が加わ

り、21 年度においては、再び赤字化している。 

円滑な資金調達 ○投資家の判断基準の一助としての情報を提供する

ため、愛知県債の格付を取得しました。（H20.12

～） 

 

 

 

※「プライマリー・バランスの黒字化」とは、「県債を除く歳入 ＞ 公債費（元利償

還金・公債諸費）を除く歳出」となることであり、行政サービスを借金に頼らない

範囲で実施している状態を指します。
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４ 数値目標を設定した取組事項の取組結果 

（「後半の取組」において再整理した数値目標） 
 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数値目標を設定した項目 １５項目 

目標を達成した項目 ９項目 （６０．０％） 

 おおむね順調に進捗した項目  ５項目 （３３．３％） 

 目標を下回って進捗した項目   １項目 （ ６．７％） 

※ 計画期間（平成 17～22 年度）のうち、平成 22 年度については、新

たに策定した第五次行革大綱（平成 22～26 年度）の計画期間として切

り替えています。 

 このため、行革大綱２００５の取組結果は、原則として 21 年度まで

の実績で評価することとし、上記のとおり３つの分類により進行状況

を確認しています。 
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 ＜数値目標に対する実績・目標達成状況＞ 
 

取組内容 
【  】内の数字は,行革大綱

2005「後半の取組」における

個別取組事項の番号 

数値目標 
☆は、「後半の取組」（20～22 年度）において、 

追加・再整理した目標 
実   績 （平成 17～21 年度） 目 標 達 成 状 況 等 

職員定数の削減 

【074】 

 

○ 17 年度から 22 年度までの間に 1,500 人以

上削減（知事部局等と教育の事務部門） 

  

○ 計 1,331 人削減〔88.7％〕 

《参考》21年度定数 11,335 人 

 達成 

 ※第五次行革大綱に引き継いだ22年度当初

の削減数 293 人を含め、1,624 人削減

〔108.3％〕 

総人件費等の抑制 

【076】 

 

 

☆ 20 年度から 22 年度までの取組により、取

組を行わない場合（19 年度起点）と比較し

て、22年度において 100 億円削減 

《参考》前半の取組における削減額 

19年度において334億円（16年度起点）

☆ 21 年度において 200 億円削減〔200％〕 

（19年度起点） 

 

 

 

 達成 

 

 

 

事務事業の見直し 

（行政評価制度の活用）

【105】 

○ 事務事業費をおおむね 30億円／年削減 

（県関係団体に対する財政支出の削減を含

む） 

○ 計 187 億円削減〔124.7％〕 

 

 達成 

 

 

☆ 20 年度から 22 年度までの取組により、取

組を行わない場合（19 年度起点）と比較し

て、22年度において自主財源を 15億円確保

《参考》前半の取組における改善額 

19 年度において 70億円確保 

（16年度起点）

☆ 21 年度において 34億円確保〔226.7％〕

 （19年度起点） 

 

 

 達成 

 

 

 

自主財源の確保 
（県税徴収率の向上など） 

【117】【118】 

☆ 22 年度までに、県税徴収率 97.8％以上を

確保 

《参考》 前半の取組における実績 

16 年度 97.0％ 

 ⇒ 19 年度 97.8％ 

☆ 21 年度県税徴収率 96.2％ 

《参考》20年度 97.7％ 

 目標を下回って進捗 

 ※20 年度時点では 97.7％を維持。 

21 年度は、雇用情勢や所得環境が悪化し

たことに伴い、個人県民税の収入未済額が

増加したことから、県税全体の徴収率が低

下した。 

県債の新規発行額の抑

制（財政健全化債等の県債

活用の計画的抑制を含む） 

【186】  

○ 22 年度までに、県債依存度（歳入に占める

通常の県債の割合）6％台とする。 

《参考》16年度 10.4％ 
    ※各年度の県債依存度は当初予算ベース

（借換債を除く） 

○ 21 年度県債依存度 10.3％  

 

 達成 

※第五次行革大綱に引き継いだ22年度当初

の県債依存度において 4.0％を達成。 

 



- 12 - 

 

 

取組内容 
【  】内の数字は,行革大綱

2005「後半の取組」における

個別取組事項の番号 

数値目標 
☆は、「後半の取組」（20～22 年度）において、 

追加・再整理した目標 
実   績 （平成 17～21 年度） 目 標 達 成 状 況 等 

☆ 20 年度から 22 年度までの間に、職員数を

おおむね 100 人削減 

《参考》前半の取組における削減数 229 人 

☆ 計 155 人削減〔155.0％〕 

 

 

 達成 

 

 

県関係団体に対する財

政支出などの削減 

【030】【031】 

☆ 20 年度から 22 年度までの間に、財政支出

を７億円以上削減 

《参考》前半の取組における削減額 21 億円

☆ 計 11 億円削減〔157.1％〕 

 

 

 達成 

 

 

公の施設の廃止、民営

化、地元移管等 

【165】 

○ 17年度から22年度までの間に25％以上28

施設以上(16 年度当初比)を廃止、民営化、

地元移管等 

《参考》16年度時点対象施設 112 施設 

○ 計 23 施設を廃止等〔82.1％〕 

 

 おおむね順調に進捗 

※21年度中に廃止等を決定した22年度実施

分 3 施設の削減を含め、26 施設を廃止等

〔92.9％〕 

指定管理者制度の導入 

【180】 

○ 22 年度までに指定管理者制度導入施設（廃

止等予定施設を除く。）の 60％以上となる

48施設以上で公募実施 

○ 21 年度末時点において指定管理者制度

導入施設の25.8％にあたる17施設で公募

実施 

 おおむね順調に進捗 

※22 年度に指定管理の集中公募を予定して

いたものであり、22 年度の実施結果を含

め、指定管理者制度導入施設の 50.7％に

あたる 34施設で公募を実施。 

 〔公募率に対する数値目標の達成率： 

84.5％〕 

○ 平成 20年度までに 24億円の収支改善 

（16年度比） 

《参考》16年度(決算)純損失 29億円 

○ 20 年度において 8.1 億円〔33.8％〕の収

支改善（16年度比） 

 

病院の「経営改善行動計

画」に基づく経営改善の

推進【127】 

○ 平成 20 年度までに収益的収支に係る一般

会計負担金について累計 10 億円程度削減

（16年度比） 

《参考》16年度(決算)一般会計負担金 

66.2 億円 

○ 20年度において累計10.1億円〔101.0％〕

の削減（16年度比） 

 

 おおむね順調に進捗 

※ 収支改善においては、診療報酬のマイナ

ス改定、循環器呼吸器病センターの医師

不足による収益悪化等、計画策定後の大

きな変動要因により、収支改善目標を下

回った。なお、21年度において 18.1 億

（75.4％）の収支改善。 

一方、収益的収支に係る一般会計負担金

については、削減目標を達成した。 

 全体として経営改善が進んでいることか

ら、「おおむね順調に進捗」とする。 
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取組内容 
【  】内の数字は,行革大綱

2005「後半の取組」における

個別取組事項の番号 

数値目標 
☆は、「後半の取組」（20～22 年度）において、 

追加・再整理した目標 
実   績 （平成 17～21 年度） 目 標 達 成 状 況 等 

○ 職員住宅  485 戸全廃（20年度）  

独身寮   126 室全廃（20年度） 

教職員住宅 197 戸廃止（19年度・22年度）

○ 職員住宅 485 戸全廃〔100％〕（20年度）

独身寮   126 室全廃〔100％〕（20年度）

教職員住宅 197 戸〔100％〕（17～21 年度）

 

 達成 

 

 

職員住宅等の見直し 

（削減） 

【080】【081】 

○ 公舎    おおむね 130 戸廃止 ○ 公舎 144 戸廃止〔110.8％〕 

 

 達成 

審議会等の女性委員の

登用 

【073】 

☆ 22 年度末までに、女性委員を 35％以上 

登用 

《参考》前半の取組における実績 

16 年度当初 29.0％ 

 ⇒ 19 年度当初 32.3％ 

☆ 21 年度（当初） 34.2％ 

 

 

 おおむね順調に進捗 

※第五次行革大綱に引き継いだ 22 年度当初

時点の登用率 34.9％ 

試験研究機関の知的財

産等の活用 

【066】 

※「後半の取組」にお

いて数値目標設定項

目に追加 

☆ 22 年度までに、県試験研究機関が保有する

知的財産について、民間企業への技術移転

件数を 100 件まで拡大 

《参考》19年度末時点 76 件 

 

☆ 21 年度末 90 件〔90.0％〕 

 

 

 

 

 おおむね順調に進捗 

 ※第五次行革大綱に引き継いだ22年度末時

点での目標達成に向け、新産業課内に知

的財産に関する一元化窓口を設置し、企

業からの実施許諾の相談対応等を継続し

て実施している。 

 


